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技術革新と制限的慣行

一一一1960年代のイギリスを中心に一一一

)11 口 章

I はじめに

フラユノダースの著作をはじめとして門 生産性交渉のについて行われた研究

は多い"。それは，1960年代後半の労働党政権によ Z生産性愛渉の推進がイギ

リスの労使関係に与えたインパクトの大きさを示している。その内，主なもの

を取り上げるならば，第一に，労使関係におけるポラ Y タリズムの伝統を破っ

たということがあるヘ従来イギリスでは，労働協約は労使の自主性にまかせ，

政府は介入しないという原則があった。しかし，時の労働党政府は，所得政策
ライテリア

の一環として賃上げの標準と基準を設けることにより，労働協約に初めて介

入した。

第二に，それまでの団体交渉の形式を変更するものだった九団体交渉はそ

れまで，経営者団体の代表と全国組合の代表が行うものだったが，生産性交渉

においては，それまでインフ庁ーマノレな労使関係とされていた企業レベノレ，工

場レベルおよび職場レベノレでの交渉が重要になった。また，組合ごとに別々に

。A.Flanders， The F a包，[eyProductivit少 Agreements.1964. 
2) 労働組合および経営者団体に関する主立委員会 RoyalCommission on Trade Union and 

Employers' A問。ciation 以下，王立委員全 RoyalCommissionと略す〉によれば，生産性協約

とは「労働者が，より効串的な作業をもたらすような努働慣行や乍業方法を受け入れる代わりに，

彼らに賃上げや休眼目増加などω利益乞与える協約」白 ζ とである。 RoyalCom四国ion.Re 
search Paper 4，~-1967. pp. 1-2 

の わが国では次の文献に比較的詳しく展閣されている。熊沢誠『困震のなかの国家』同本許論社，
1976年，および，栗田建「現代労使関係の構造』東京大宇」卦版会， 1978年。

4) 熊沢誠，前掲雷.181へージ。

5) 向上， 179-];'¥0ベジ。
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交渉するのではなしその企業に働〈労働者の加盟している全ての組合が一同
。

に会して交渉を行う方式が出現した。

第三には，企業，工場および職場レベノレでの交渉が重要となったために，職
盟~プスチ.，ード

場を代表する職場委員の役割が重要になったへその結呆，組合の役員の権

威が後退し，職場委員の発言権が大きくなった。

このように，生産性交渉は ζれまでのイギリ λ の伝統的労使関係制度に少な

からず変更をもたらすものであった。しかし，本稿では生産性交渉自体ではな

く，生産性突捗が交渉の課題とした制限的慣行について分析を試たし、。という

のは，これまで生産性交渉についての研究は数多〈なされてきたにもかかわら

ず，それが問題と Lて取り上げた告ilj隈的慣行については，それに必要な限りで

取り扱われたにすぎなL、からである。ただ，王立委員会によるりサーチ・ベー

パーでペ 制限的慣行が独立の頃として設けられているのは注目すべきである。

これについては後に詳細に分析することになろう。

制限的慣行に焦点を合わせると，そこにはい〈つかの解明すべき問題点が浮

かび上がってくる。まず，何故1960年代という時期に，制限的慣行が注目を集

めるようになったのか。それ以前には制限的慣行はなかったのだろうか。それ

とも，フランダーλの研究が衝撃的だったために，それが 躍有名になったの

か。あるいは政府の所得政策にとってそれが恰好の攻撃対象だったためか。ま

た，もっと根本的な問題としては，制限的慣行とはいったい何に対する制限な

のか。除去の方法として生産性交渉が取られたのは何故か。それは有効な方法

Tごっ丈こ由、

乙のような諸問題に接近するために，本稿 Eはまず，王立委員会による制限

的慣行の分析を検討する。それは，先に述べたように，王立委員会による制限

的慣行の分析が，数少ない分析の一つであるからだけでなく，王立委員会の報

6) T. G. Whittingham，“ Productivity Bargaining， Ful1-tirne 0血cialsand Shop Stewards" 
in B. Towers. T. G. Whittingham and A. W. Gottshalk (eds.) Bargaining for Ch叫 :ge，
1972， pp， 55-81 
7) Royal Commission，' ot. cit 
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告が，政府および使用者団体に与えた影響が大きいからである"。 その検討の

際に注目すべき点は，王立委員会が制限的慣行の原因をどこに見ていたか，そ

して，生産性交渉の積極的推進を提言するに至る論坦は如何なるものだったか，

という点である。

続い℃の章では，以上の王立委員会の分析に対する検討に基き，制限的慣行

を生み出しに諸要因を歴史の流れの中に位置づける。すなわち， 196日年代に注

目を浴びた制限的償行と， 1950午代後半から始まる危、激なテクノロジーの巨大

化および経営の革新との関連を分析し 1960年代における労働をめ〈アる情況の

変化と，制限的慣行との関係を明らかにす品。

そして，最後の章では，それまでの分析結果に立却L，制限的慣行が発生し

拡大したメカニズムを経済的，社会的，技術的および心理的等々の諸側面から

明らかにするo

II 王立委員会による分析の批判的検討

(1) 定義

王立委員会は，制限的慣行の基本的性格について次のように述べているヘ

制限的慣行とは，労働力の使用に対する何らかの制限が慣習的に行われてい

る状態を言うが，労働力の使用の制限がすべて，制限的慣行と言われているわ

けではない。例えば，法律によって規定されている種々の労働力の使用に対す

る制限は，制限的慣行とは言わない。それは第一に，労働ゴJの質の低下を防い

己いるからであり，労働力の使用の制限が生産性の低下をもたらさず，むしろ

それを防マために行われているからである。また第二には，たとえその労働力

の使用の制限が生産性を妨げている場合でも，法律にある規定はそれ以下にな

ってはならない最低由労働条件として社会的に認められているからである。こ

のように，労働力の使用の制限のうち，制限酌慣行と言われるのは，まず経済

8) A. I. Marsh，“ The Contribution of Employers' Association ~ in B. Towers， T. G. Whit 
tingham and A.可V.Gottshalk Ceds.)， op. cit.. p. 99 
9) Royal Commission， ot. cit.. p. 4'7. 
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効率を妨げるような慣行であり，かっ社会的にもE当と認められないような慣

行である。

次に注意すべきことは，制限的慣行とは，労働者が一方的に使用者との契約

を破り，労働を拒否している状態ではないということである。それは，協約に

あるか背か，あるいは成文化されているか否かは別にして，使用者の側も諒解

あるいは黙認し亡いるの己ある。したがって制限的慣行は，労使双方の妥協の

産物なのである。

以上より，制限的慣行とは「その下で労働が効率的に行われず，また，社会

的にも正当と認められていない協定である」。

さて.U上の王立委員会の見解には二つの判断基準が示されていた。一つは

経済性であり，もう一つは社会i生である。経済性とは，生産が最も効平的に，

すなわち最小の支出によって最大の利潤が得られるように行われているか存か

を問題とする。制限的慣行という場合の「制限」とは，この経済効率に対する

制限を意味するのである。

それに対L，社会性という基準は酸味である。それは社会通念によって左右

される。社会通念から正当と認められれば，その慣行は，労働者の「既得権」

とI乎ばれ，逆に認められなければ「忍慣行」あるいは「制限的慣行」等と呼ば

れる。ある慣行がいずれに属すかは徴妙である。労使の間で判断が対立する ζ

とも珍し〈ない。 r効率を追求するのは本来経営であり，作業の社会的理解に

利害関係を持つのは本来労働者とその代表である。そして両者の問に，合理的

で均衡のとれた調整を見いだすのが労使関係の専門家である。J]0) 

したがって，土立委員会自身が認めているように，この定義は「ある慣行が

制限的慣行か否かをたやすく判断することができるような尺度を提供するもの

ではない」11L

さて，ここで一つ疑問に思うのは，経済効率を妨げている慣行が，何故経営

10) lbid.， p. 53. 、い

11) lbid.. p. 47 
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によって黙認されているのかという点である。これについて，王立委員会のリ

サーチ・ペーパーは，フラ γダースの言葉を引用して次のように述べている。

経蛍者は「労使関係にはできるだけ関りたくない。そしてほとんどの場合，原

則としてそれらを人事担当者か人事課に委任しようとする。J12lつまり，多少

の経済性を犠牲にしても，労使紛争だけは起こしたくないという経営の態度が

制限的慣行を存在させる一因となっているのである。

したがって， リサーチ・ベーパーによれば，制限的慣行はそれぞれの当事者

の態度によって次の三つに分類するととができる。 i)両当事者は正当と認め

るが，第三者がそう認めない慣行 ii)一方が正当と認めるが，他方がそう認

めなL、慣行， iii)単純に無能な管理によるもの山である。

しかし， これらの区別は完全ではない。たとえば「り両当事者は正当と認

めるが，第三者がそう認めない慣行」の中には，正確に言えば「経営がE当E

認めている」というよりも，経営自身が正確には把握していないものが多い。

勺まり，ある慣行が経済効率を妨げていると明確に認識していないものが多い。

というのは後で見るように，制限的慣行の存在，すなわち，その作業方法が社

会的に認められる最も効率的な方法ではないということは，しばしば専門的調

査によってはじめて発見されるからである。したがって，ある慣行を当事者が

正当と認めるか否かよりも以前に，経済効率を妨げている慣行の発見がなされ

なければならない。それを正当と認めるか否かはその次の問題である。

王立委員会が定義L，一般にも認められているとする制限的慣行の中には，

実際に労使の聞で争点となっている慣行のみならず，両者が正当として存在を

認めているもの，さらにはその存在が科学的分析によって初めて明らかになる

ような慣行までも含まれている。このことは，後で， 60年代に制限的慣行が何

故注目を集めたかを考える上で重要である。

12) lbid.， p. 54 
13) Ibid.， p. 52. Olとして， i)残業， ii)印刷業』造船業等に見られる多〈の慣行， iii)時問。刊"
費が挙げられてい@。
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( 2) 主立委員会の分析の視座
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王立委員会の分析の根底には，上に見たような経営上の不効率を容認してい

るイギリスの経営者の態度に対する強L、不満がある。それは逆に言えば，経済

効率に対する強い信頼でもあり，生産性交渉における経営の主導的役割に対す

る強い期待となって現われている山。経済効率に刻する強い信頼は，効率よい

経営は，経営者だげでなく，長期的に見ればそこで働〈労働者にもフラスにな

るとL、う信念に基いている。次の言葉は暗にそれを示している。

「労働者の単期的利益と長期的利益との聞には衝突があろう。そして変化の

提案に対する労働者の反応は，自らの利益がどこにあるのかという考えが狭い

か広いかに基いているだろう n 多〈はまた，労使関係に信頼と信用の雰囲気が

あるかどうかにかかっているのである。Ja)

つまり，王立委員会が理想としている労使関係は，経済的不効率をすみやか

に発見し，改善できるような経営主体じ経営の提案に対し偏見を持たずに広

い視野に立って交渉に応ずる労働組合とによる，信頼と信用ある関係である。

だが，それは当時のイギリスの労使関係からはほど遠い状態だったと言っても

言い過ぎではない。その実現のためには，経営の近代化のみならず労働組

合機構の近代化」川が必要であるとしているのはそのためである。主立委員会

の分析は，このようなイギリス労使関係の大変革のヴィ V ョンの上に立ってい

たのであるが，それについての全般的考察はここでは行わな¥'0

ただ，王立委員会の経済効率に対する強い信頼には，多少疑問を感ぜざるを

得ない。果たして，労働者の「広い視野」や「信頼ある労使関係」によって，

経済効率の追求が，労働者の利益と 致するものとなるだろうか。生産性交渉

は労使の対立を解消しうるだろうか。現実にはそれは容易なことではないだろ

う。というのは，職場における人間性の尊重と効率の追求とは， LばLば衝突

するからである。

14) Ibid.， pp. 3-4 
15) Ibid.， pp. 54-55 

ユ6) lbid.， p. 55 
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経済効率の追求が，労働者の要求と最も対立するのは労働過程においてであ
a 

る。能率第一主義は，しばしば非人間的労働過程を生み出した。王立委員会の

経済効率に対する強い信頼の背景には，このような労働における疎外と効率追

求との関係の考察の不充分性がある。

このことは，制限的慣行の原因の分析において，労働過程の問題と，労働力

の売買すなわち交換過程の問題を区別せずに分析してし、ることと関連している。

制限的慣行は，労働過程における何らかの慣行ではあるが，内的要因として，

雇用や賃金の維持に関する側面(交換過程に関す畠側面〉と，作業方法に関す

る側面(労働過程に関する側面〉の二つの側面を区別しな阿ればならない。な

ぜならば，生産性交渉とは，労働過程f，おける変更を，交換τ邑評における報酬

とセ ν トにして行ろものである。その件格から考えて，制限的慣行の原因とし

て交換過料に関する側面が強いならば，その排除には生産性交渉という方法が

有効だろう。すなわち，その場合労働者が固執しているのは収入であるから，

作業慣行を変えることによって収入が上昇するならば，それは彼らに勧迎され

るであろう。

ところが逆に，制限酌慣行の原因として労働過程に関する側面が強レ時，す

なわち，労働者が収入ではな〈労働慣行の変更そのものに抵抗している場合，

慣行を変更する代わりに賃金を上げるという方法は，前の例とは異なった意味

を持って来る。この場合，労働者にすれば，労働過程での譲歩を交換過程で取

り返すという取り引きを行うことになる。生産性交渉によっても解決が不可能

なケ一九はこのような性格の制限的慣行に多い。というのは，仕事が労働者の

自己確認や社会的アイデンディティー確立の役割を果たしている場合. 1--ばし

はそれは文字どおり，金には代えがたいからである17h

17) 特に，仕事上の地位が地域社会における社会的地位や特権と深い関りを持っている地域や，仕
事的規範やリズムカミ生活のそれに大きな影響力を持っている場合には変化に対する抵抗が強い。
技柿本新に対する労働者の態度正生活環境Pの関慌については， 次の論土を事照¥0Daniel Pe 
cant“The Worker and the Community" in A. Touraine Ced.) Workers Attitudes to Tech 
nical Chage， 1965. 
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このような観点から，制限的慣行り内的要因について考察すると，王立委員

会の分析にお円る不充分点がいくつか見えてくる。

リサーチ・ベーパ←では，制限的慣行の第一の要因として「保障」を挙吋て

いる。そして，雇用不安に対する保障と Lて行われる慣行がヨかえって不安を

継続させるという悪循環を指摘Lて，次のように述べている。

「縄張りが手。J込んだものになればなるほど，そして労働者が作菜する技能

の範囲が狭くなればなるほど，雇主にとっては，その労働者に永続的職務官与

える乙とは困難である。J18)

これはなるほど「保障」の一つの側而である。しかし，保障とし、う場合，雇

用の保障によって収入源を保つという側面以外に，職業の保障というもう一つ

の側面がある。後者は，単なる収入源の獲保ではなく，作業様式そのものの護

保であり，それはさらに，熟練，作業集団，クラフトユニオン等々の獲保につ

ながる Q リサーチ・ベ パーでは，このような側面についての分析は不足して

いる。

また， リサーチ・ベーパーが挙げている第二の要因「交渉力の維持，改善Jl9)

についても同様のことが言える。ベーバーは，制限的慣行が組合の交渉力を維

持している例として，印刷業における雇用登録に対する組合の統制と，重電1機

産業における産自量の制限による単価の維持を挙げている。そして，これらに

よって雇用を維持する程度が組合の交渉力を維持している点に注目している。

しかし，ここでも労働過程における労使の権力関係が交渉力の大きな規定要

因になるにもかかわらず，ベ パーはこの点には触れていない。すなわち，労

働が機械に置き代えられるに従って，生産要素の重要な部分が労働者から資本

へと移動する。それによって技能ω価値が失われ， 労働者の発言力は低下す

る。また，労働が機械によって置き代えられな〈ても，作業研究などの科学的

方法によって，労働が科学的に分析され，科学的に作業方法が考案されるなら

18) Royal Commission， op. cit.， p. 50 
19) lbid.， p. 50. 
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ば，同様に技能の価値は低下L，経営の権力は強くなり，労働者の力は弱くな

る加。このような労働過程における労使の権力関係が交渉力に反映するのであ

る。

このように，制限的慣行は雇用や収入の獲保という労働力の交換過程に関わ

る要因のみならず，労働過程における作業方法自体に対する労働者の要求が要

因となっている。後者は経済効率の追求としばしば相入れない性格のもの官あ

る。王立委員会の経済効率に対「る強い信頼の背景には，後者の要因に対する

考察の不充分性がある。

III 60年代の技術および経営の革新と制限的慣行

(1) ユ960年代仁お計る技術および経営の革新

制限的慣行の多くが，当初から制限的だったわけではなく，技術の変化とと

もに従来の慣行が時代遅れになったという指摘はしばしば見られる山。ここで

はその点に注目L， 1960年代に生じた労働環境の急激な変化と制限的慣行との

関連を分析する。

1960年代は，世界的に資本の集積，集中および多国籍化が進んだ時代だった

が，イギリスもその例外ではなかった。 1958年不況以降 7メリカは西ヨーロ

ッパへの資本輸出を急激に拡大したが，その最大部分はイギリスに向けられ

た叩。すくわした技術と巨大な資金を武器に進出してくるアメリカ資本に対抗す

るためには，それに劣らないようなテクノロジーの巨大化と合理的経営万式の

導入，および合併による企業規模の拡大等が必要だった。

たとえば， 自動車産業においては， 67年にクヲイ λラーがノレーツを買収し，

それによってアメリカ系資本が50%以上のシェアを獲得することになった。そ

れに対抗Lて" 68年にはイギリ九の二大民族資本系企業， BMHとレイラン

20) r部分労働者たちが失うものは，彼らに対立して資本のうちに集積される。JK マルクス， wマ
ルクス=ユンゲルス圭集』第四巻aW資本論』第一巻，大月書官， 473ベージ。
21) Royal Commission，噌.at.. p. 48 
22) 清水嘉浩『現代イギリス資本主義論』日本評論社， 1971午， 23へージ。
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ド・モーターが合併L， BLMCを設立した23)。これは，我が国で言えば， ト

ヨタと日産の合併に相当する大奇併だった。

また，電機産業においては， 67年に GECがAEI~買収 L，イギリス最大

の電機メ カーとなったのに続いて， 68年にはGECがイギリ月第二の電機メ

ーカーである EEと一合併した2心。

またョ化学産業では，大独占企業である 1C 1が， 1960年代半ばから急激に

投資を拡大した。 1963年までの年間投資額は 5，000-6，000万ポンドだったが，

1964午から急激に拡大し， 1966午には 1億 9，700万ポY ドと，それまでの 3-

4倍の規模に膨れあがった。設備投資の主なものは，アンモニ7，右油化学，

合成繊維関係に注ぎ込主れ介。すなわち，ナフサから7γモニアを製造する新

しい製造技術を開発し，ァ γモユア年産30万トンの設備三基を建設した。さら

にはエチレン，高庄ポリエチレン，ナイロン関係でも設備の更新と大型化が行

われた25)。

設備の巨大化は， 67年に固有化された鉄鋼業において特に顕著だった。 1960

年以降，高炉の大型化，平炉の廃止，転炉，連続鋳造機，オミットストリップ・

ミノレ， コーノレドλr9ップ・ミノレの導入とそれらの大型化，高速化， 自動化が

進んだ。その結果，製銑工程においては， 1960年から70年までの十年間に高炉

一基あたりの生産が18.8方トンから31.6万トンへと増加した。また，製鋼工程

では同じく 60年代の十年間に，平炉が35日基から157基に減少したのに対L，L 

D転炉は 1基から18基にふえ，粗鋼生産に占める転炉比は0.1%から32.1%1こ拡

大した。また，連続鋳造機の台数は 2基から11基にふえた。さらに圧延工程で

はホットエトリップ・ミノレが3基から36基に， コーノレドストリップ・ミノレが11

基から320基にそれぞれ増大した。

しかし，この間粗鋼生産は横ばいで， 2，470万トンから2，829万ト Y に増加し

23) 伊東光晴，石川l博之，植草益編『世界の企業』第一巻「イギりスの社会と企業』筑摩書房，
1975年， 230ページ。
24) 同上， 265へ←ジ。
25) 同よ， 197ベージ。
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たにすぎない。そのため，生産性が増大した分，雇用者数が減少し， 10年間に

32.6万人から28.2万人になった'"'。

60年代ばこのように，企業合併による企業の巨大化と，技術革新によるテク

ノロジ の巨大化が急激に進んだ時代だった。それだけではない。アメリカ資

本の影響から，それまでの経営のあり方に対する反省が生じ，専門家重視り風

潮が現われた。

従来イギリァ、では，経営者は専門技術に埋没してしまうことなく広い見訟を

持たなければならないとされていた。それは，経営者は利潤追求自体を目的と
zスタブ砂 9 (ンュ ~V~

しているのではなし利潤追求は既成特権階層の仲間入りをするための手段に

すぎたいという姿勢にも通じてし、た。その結果，アマチ『アリズムが尊ばれ，

プロフエッジョナノレが軽視されることとなったmo

しかし，戦後のイギリス経済の漸次的低落とアメリカ資本の流入にともなう

アメリカ資本との瀦争の必要性から，そのようなアマチュアリズムに対する反

省が生じ，次第に専門家重視の風潮が現われた。たとえば，従来あまり行われ

なかった企業診断も盛んになってきた。イギリスにおけるコンサルタント会社

は， 1927年にアメリカ人によって設立されたが，そこで働いていた人々によっ

てイギリ λにおけるコ Yサルタントのグノレープができ， 1956年に19のメンバー

によって「経営コン十ノレタント協会J(Management Consultants Asso口ation)

が結成された加。

技術尊重の風潮は当時の労働党政権によって積極的に推し進められた。まず，

技術省 (Ministryof Technology) を新設し，工業技術研究のセンターとし，

次いで旧来白技術学校を高等技術カレッジ (Colegesof Advanced Technolo-

gy)に昇格させ，さらにこれを総合大学にま立高めた。

また，科学や技術および産業に関する多〈の委員会が設けられ，その結果は

26) 長谷川治清，イ守口ス鉄鋼公社の設備近代じとホワイトカラー労働，笹川儀三郎編『現代企業
のホワイトカヲ 労働』下巷I 190-19氾へージa
27) 伊東光晴地編.前掲書， 18ベーシ。
28) 向上， 32へージ。
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デ Yトン報告(1968年)，スワ γ報告 (1968年)， C B 1報告 (197C年〉等と

してまとめられTこ叩。

さらには，後に詳しく見るように，生産性交渉の推進機関でもあった物価所

得委員会 (NationalBoard for Prices and lncome-s以下， NBP 1と略す〉

は，経首内容の正確な把握りための作業研究の導入や，合理的な賃金制度の導

入を提示した。

(2) 労働条付および作業工程に対する労働者の統制力と制限的慣行

60年代の急激な技術卒新および経営革新は，生産において労働者が寄与する

領域をより狭いものにした。それは，一つには技術の自動化，巨大化によって

労働が機械にとって代わられたことによるのであり，もう一つは技術者や経営

コンサルタント等々の専門家の重視によって，かつては封働者の中にあった管

理=統制機能を，経営が吸い上げたことによるのである。

プラウナーが指摘したように山，人聞は他者あるいは没人格的な制度によっ

て統御され，操従される客体と化l-，そのような支配状態を変えたり修正した

りする主体として自分を主張できない時に，無力性という疎外感をいだし中

でも，雇用条件に対する統制力と，直接の作業工程に対する統制力を持っか否

かは特に重要であり，労働者が固執する点である。

作業集団が，作業研究や職務評何の導入に反対し，縄張りや二人組作業に固

執するのは， つには，自らの作業範囲および作業方法を外的強制によって変

更された〈ないという欲求があるからである。直接り作業工程に対する統制jと

いう欲求は，制阪的慣行の大きな原因の一つである。

このよっな，直接的作業工程に対する労働者の統制力は，個人によって維持

されるよりも，むしろ z 作業集団やクヲフトユニオンなどによって組織的に維

持されている。したがって，作業工程に対する統制力をめ「る労使の対すの根

29) 向上， 30ベージ。
30) R プラウナ ，佐藤度苦手訳r労働における疎外と自由』斬泉社， 1971年、 40-49ベージ。
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底には，作業集団の持つ価値感や論理と，企業の持つそれとの相異がある。た

とえば I熱練工の作業集白は，もともと企業の枠をこえて(多くは地域に)

存在する職業社会に属する人びとによってつ〈られている。その職業主士会には，

構成員の仕事範囲(縄張り)，技能水準，働きぶりと稼ぎの程度，生活水準，

職業的生涯のコ スなどについての一定の黙約が，それらが組合政策として意

識化されているばあいには『標準』があフた。y1)そのため，それらの黙約や標

準はLばしば企業の価値感と対立するのであった。

作業の縄張りがクラフトユニオ yの境界と一致する場合は，縄張りはより強

聞なものFなり，平の緩和は容易ではない。というのは絹張りの緩和がしばし

ばクラフト旦ニオγの組合員の減少をもたらし，その存亡にかかわることすら

あるからである。そのような時，クラフトユニオンは縄張りの緩和を受け入れ，

その代償として企業の庇護の下に入るよりも，完全ではないにしても長年の試

練に耐えてきた組合の保護の下で，自らの統制力によって自らの利益を守る方

がより安全であると感ずる。そもそも彼らは，企業の従業員であるという意識

よりも，組合員であるという意識の方が強いのである叩。

また，産自量の制限，時間浪費も，作業工程に対する統制Jと深いつながりが

ある。というのは「作業速度は，仕事に関しておそらく労働者がもっとも固執

するきわめて根本的な側面であれこの領域での統制力を保持することは，あ

る意味で人聞の尊厳を確認することにつなが畠」叩からである。

作業速度が最も重安な問題となるのは組立ラインの労働者である。英フォー

ド社の組立ラインで働くある労働者は次りように述べτいる。

「奴らは俺たちがどれだ円速く働〈かを測るのに奴らが勝手に決めた時間を

使いやがる。奴らは俺たちが拶減じゃないってことを忘れてしる。奴らり編み

出した基準はとにかくベラポウなんだよ。奴らは職場にいる 8時間のうち，ま

31) 照町弘前描書， 161ベージ。
32) A. Flanders， op. cit.， p. 219 フラング スは，クラフツマンが企業。提案を容易に受け入れ
ない理由として，これら三つを挙げている。
33) R.プラウナ，前掲需.47へ ジ。
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るまる480分を働かせようと思っているんだ。 J34l

このような組立ラインの労働者にも自分たものベースで作業したいという欲

求は強い。ほんのわずかな余裕を作りだすために，あれこれ工夫をする o たと

えば，ラインの上手までのぼって少し仕事をやり溜めしておき，その聞に休ん

でおしゃべりした b煙草を半分すうとか制，三人で組をつくり，一時間ごとに

一人が休思し，もう一人が二人分り仕事をするというやり方叩等がそれである。

しかし， ιれらは経営側から見れば作業に余裕があることを示しているような

もりであり，このような労働者の士大は，しばしばヲイ γの旦ピード・ア γ プ

に結果する。

ここでもライソのスピードの統制を効果的に行い得るのは個人ではなし作

業集団である。作業研究の導入に対する抵抗や，ラインのスピ ド・ 7，'.Jプに

対ずる択杭がそれである。たとえば先の英フォード社の場合，作業集団が経蛍

の一方的なスピード管理に抵抗し，自らスピードを統制する権利を手に入れた。

「経営側は職場委員が組立ラインの鍵を保管する権利を認めた。 部の

職場委員はそれ以上の防衛手段を手に入れた。班のなかでヲイ γの最初の部署

についている労働者が余裕時聞をもらって，そのラインに入ってきた草の台数

を数える権利を得たのである。一定時間内に通る車の台数が決められたライン

速度を上まわっていた場合には，ラインを止めることができるようになっ

た。J37) 

不必要な残業は，労働者が自ら雇用条件(この場合は収入〕を統制しようと

することが一因となってい品。そしてこの場合も，作業集団の存在が重要であ

る。たとえば，エッソ・フォーレイ工場の場合がそうだ耐。残業の必要は，最

初は経営上の必要から生じたが，後には労働者が収入の維持，改善のために残

34) H へイノン，下回平裕身訳Ii' ~a ップスチ a ワードの世界』鹿砦社， 1980年， 182ベージ。
35) 向上， 184ヘジ。
36) R フラウナー 前掲書， 165へージ。
訂〉日ベイノシ，前掲書， 185へージ。
38) A. Flanders， op. cit.， pp. 57-64 



94 (94) 第136巻第1号

業を望むようになった。残業時間は雪だるま式に膨れあがり， 1959年には実際

の労働時間の五分の一定くを残業が占めるようになった。

このように残業が増大するのは，単に労働者の収入に対する欽求からだけで

は説明がつかない。そのような欲求は常に存在するからだ。残業が増大するメ

カニズムを考える上で重要な点として，一つには作業集団における「比較目論

理」がある。つまり，作業集団聞において残業時間に差が出ると，作業集団聞

にお阿る収入の序列に変動が生ずる。その結果，残業のなか労働者の収入は相

対的に減少するので，残業がある職場とない職場があるのは不公平だと感ずる。

こう Lて残業が経常トは必要でない職場にも残業の要求が高まるのであz。と

のように，職場開での比較と序列が残業を高位平準化する つの原因であ-<;0

また一つには，作業集団内における残業の機会均等の要求がある。フォーレ

イ工場では残業は当初は監督が必要と認めた場合，認めた人に限って行われて

いた。ところが55年の針使協議会での決定により，それ以降は配分の機会均等

の原則に従い，事実上職場委員が配分を行うようになった。これも残業増加の

一因である。

このように制限的慣行は，労働条件や直接的作業工程に対する労働者の統制

に対する欲求が一因としてある。労働者は，白ら統制Jできず命令に従うだけの

存在になった時，無力感をいだ〈のである。

そしてもう一つ重要なことは，これらの統制は個人によってなされるよりも，

むしろ作業集団によってなされるということである。作業集団は，企業組織の

一部であると同時に，努働者による一種の共同体である。したがって，作業集

団による統制と経営による管患はその原理においてLばしば封立する。経営が

主に作業効率や生産性を重視するのに対L，作業集団は収入や雇用的確保，作

業の安全，そじて労働を通じての自己確認等を重視する。

(3) 生産性交渉と制限的慣行

技術革新，制限的慣行および生産性交捗の三つの関係は，まず技術革新があ
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って，その結果従来の労働慣行が時代遅れの制限的な性格のものとな D，そう

して生じた制限的慣行を取り除1ために生産性交渉を行うというのが典型的な
順序のように思われるかもしれない。しかし現実には，それら三つり関係はも

っと複雑である。その理由のーヮとし亡，制限的慣行という概念の殴味さがあ

る。制限的慣行の中には経蛍側もそうと認識していないものまでも合士れる。

そのような制限的慣行は，生産性交渉の準備段階ではじめて明確に認識される

ものが少な〈ない。そして，生産性交渉の後にも制限的慣行は存続することが

あり，その場合にはそれが制限的慣行であることは誰の円にも明らかなものF

なる。 t..i:~ えば，労働組合が生産性協約を結んでもー職場の労働者はそれに応

じないという例は珍しくない。こうして見ると，生産主交渉は単に制限的慣行

を除去するだけでなしその準備段階において，潜在的な制限的慣行を発見す

る作業を行うのである。

このことは， NBP 1のレポートからもうかがえる。たとえば， 66年12月に

出された生産性協約のガイドライ γの内，関連あるものを要約して挙げれば，

次のようになる冊。

。労働者がより骨の折れる作業か，労働慣行のかなりの変更を受け入れ
ることによって，生産性向上に直接寄与していることが示されなければ

ならない。

ii) 生産性の向上は，適当な作業標準 (work-standards) の適用によって

予測されなければならなし、。

iii) 利益と費用の正確な計算によって産出あたりの総費用が減る見込みを

示さな'7ればならない。

つまり，これらは作業の変更による費用の節減を正確に把握することを要求

したもので，言い代えれば，現行の作業方法がどれだけの浪費をもたらしてい

るのかを王確に測定ぜよということであるU

このことは個別産業についてのレポートの中でもくり返し具体的に述べられ

39) NBPI. Retort No. 23. 1966. para. 60 
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ている。電気請負業に関するレポートの例を挙げよう。電気請負業では生産性

の測定を，労働/材料調主に寄っていた。これは単位時間労働あたりに取り扱

う材料の価値の変化によって生産性を測定するものである o N B P 1はこれに

対して次りように述べている。

乙の方法による指標は「価格の変動をぬきにしても，サンフ。ノレの材料の組み

合わせによって変動があるためよい指標とは言えない。」仙生産性の「最も大き

な改善は，疑いな〈作業研究の導入によってなされる o 作業研究とは方法研究

と作業測定を意味している。速やかな作業研究の導入が，情報の全般的不足や

不必要な残業や不当た二人組労働等の摩業の慢件的問題を，解決の方向へ進め

るだろう。J41)

このように， NBP 1は，生産性交渉を進めるためにはまず科学的調査によ

って，搭在しているかあるいは明礁には抱握されていない制限的慣行を発見し，

正確に数量的に把握する必要のあることを指摘しているのである。こうして見

ると， 60年代に制限的慣行が注目を浴びたのは，急激な技術革新の結果それが

多数発生したというだけでな<.生産性交渉の過程で，隠れていたものが顕在

化されたという側面が強い。つまり，技術の革新とならんで経営の革新一一経

蛍における専門的，科学的分析の重視 が制限的慣行を生み出したのである。

したがって，生産性交渉は，制限的慣行が深刻な経営上の危機をもたらした

場合よりも，むしろ，経首戦略の重大な転換を行うに際して行われたり，また，

政府の所得政策り圧力り下で行われている。たとえば，英ソォード社における

1967年の生産性協約〈職狩再編協約)はそれに属する。ベイノンは次のように

述べている。

「さらに重要だと考えられるのは， 67年にイギリス，および西ヨ ロッパに

おけるフォード社の活動が新時代に突入していたことである。フォード・ヨー

ロッパの形成が目前に迫っており，ヨーロッバ地域内でのフナード社の計画的，

40) NBPI， Retort No. 120，'19渇7，para. 79. 
41) Ibid.， para. 88. 
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総合的な生産体制が成立しようとしていた。イギリ丸内の工場に対する資本投

下を大幅に拡大する計画が練らが，フォード社は ζの投資が大幅な以益を生む

ことを期待し ζいた。それには生産性の向上と各工場において生産の中断をな

〈すことが必要になる。J42)

また，エッソ・フ才一レイ工場の場合，制限的慣行は，アメリカのスタ γ ダ

ード・オイノレとの生産性の比較調査の結果，その存在が注目されるようになっ

たのであ札作業研究導入の必要性が認識されるようになったのである。した

がって交渉の最大の課題であった残問時間の削減に関しても，その増加が統計

約に明らかになったのは，協約を結ぶ二年前の1958年以降であり，それ以前に

はそのような統計は存在しなかった山。

このように，制限的慣行は，技術の変化の結果として生じたのみならず， し

ばしば経営の草新によって発見されたのである。

IV むすび

以上から，制限的慣行の発生要因は次のようにまとめられる。まず， 196C年

代に労働をめぐる環境が大きく変化したことが歴史的要因としてある。すなわ

ち，第一に50年代後半から技術の巨大化，自動化が進み，労働が生産の中で占

める領域が減少した。お二に経営の革新により，専門家重視の風潮が強まり，

労働の中にあった管理=統制機能が経世によって吸い上げられた。そして ζの

ような技術，経蛍の両国の革新によって，労働者は自らの労働に対する統制力

を後退させざるを得な〈なコた。この過程で，専門家によって考案さわした新し

い合理的作業休系に合致しない慣行は，制限的慣行として交渉の対象となった

のである。

他方，労働者にとっては，そのような慣行に固執すべきいくつかの理由があ

った。まず労働者の心理的な欲求として，自らの労働条件や作業工程に対する

42) H ベイノ γ，前掲吾、 217ページ。
43) A. Flanders， ot. cit.， p. 61. 
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統制力を保持したいという欲求があった。というのは，労働条件や直接の作業

工程を，自分の意志の及ばない人格ゃあるいは没人格的制度によって強制され

るならば，彼らは無力感をいだかぎるを得ないからである。このような心理は，

イギリプ、における伝統的階級対立の与在によってより強固なものとなる。

直接的作業工程に対する統告と，収入十休暇などの労働条件に対する統制jと

は区別しなければならない。前者は労働過程そのものに対する統制であり，後

者は労働の販売価格に対する統制jである。生産性協約の後も職場の労働者に上

って根強く維持されようとする慣行は， どちらかと言えば前者の側面の強い場

合である。というのは，それはしばしば賃令の多少の上昇には代えがたい社会

的自己確認や心現的満足等と強く結びついているからである。

また，労働条件や直接的作業工程に対する統制は，個々の労働者の心理に基

くのみならず，作業集団という一種の共同体と企業との対抗関係に基いている。

すなわち，企業の持つ価値感や倫理感と，作業集団のもっそれとの対立が，作

業集団をして自主的な統制を行わしめるのである。そして，その対立において，

作業集団の持つ価値感や倫理感はしばしば企業の外にある地域社会や職業社会，

労働組合，さらには労働者階級に共通の価値感や倫理感に根ざしている。

さて，本稿では1960年代のイギリスを中心に制限的慣行の要因をいくつかの

側面から分析してきた。それによって， 50年代の後半から始まった，技術革新，

経営革新およびそれに伴う社会的価値感等の変動の中で，労働が受けて来た様

様な圧力の一端を見ることができた。このような圧力は，今もマイクロ・エレ

クトロニクスやバイオ・テクノロジ一等の発達によりさらに多様で強力なもの

になりつつある。そう遠くない将来，労働がその形態においても人聞の生活に

占める位置や役割においても，これまでとは全く異ったものになっている可能

性は誰も否定できないだろう。労働が如何に変化し，それが労働者，消費者と

しての人間に如何なる意味を持っていたかの分析は，労働の未来を考える上で

も重要である。

(1984年10月脱稿〉


